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［要旨］本研究では、泥質堆積物直上において流速と酸素濃度を高時間解像度で同時測定し、渦

相関法を適用することにより、海底境界面における酸素フラックスを連続観測した。本研究によ

り、酸素フラックスが海底境界面における流動に応じて数十分～数時間という時間スケールで大

きく変動する動態が現場で実測された。また、渦相関法によって測定されたフラックスは、既報

値を大きく上回るものであった。海底面における水平流速や懸濁物質濃度と酸素フラックスとの

間に明瞭な関係性はみられなかった。一方、海底面に作用する乱れエネルギーと巻き上げフラッ

クスとの間および巻き上げフラックスと酸素フラックスとの間には有意な関係性がみられた。こ

れらの結果から推定されるメカニズムは以下のとおりである。（１）酸素フラックスの増大には

巻き上げフラックスの増大が大きく寄与している。（２）巻き上げを伴わない場合には、単に底

面における乱れが強くなることに起因する酸素フラックスを増大させるような諸過程の効果は覆

い隠されてしまう。（３）しかしながら、巻き上げフラックスの増大に伴う酸素フラックスの増

大は、再懸濁物質自身による酸素消費よっては説明できないことから、巻き上げに伴う底面の侵

食により、間隙水が直上水中へ放出するによって、間隙水中に含まれていた還元物質が酸素を消

費するというプロセスが重要である。本成果は、海底境界面における酸素フラックスが浅海域の

水質変動や生態系に与える影響の解明や予測に大きく寄与しうる。  

 

［キーワード］海底境界面、酸素フラックス、渦相関法、再懸濁物質、現地観測 

 

１．はじめに 

 海底境界面における酸素消費は、貧酸素水塊の形成と深く関わるなど、浅海域における水質や

生物相を決定づけるプロセスとして重要である。底面における酸素フラックスは、閉鎖系システ

ム（堆積物コアの室内培養やチャンバーの現場設置など）を作り、直上水中の酸素濃度変化を追

跡する方法でこれまで測定されていた1),2)。しかし、酸素フラックスは、（1）堆積物直上の流れ

が引き起こす乱れによる濃度境界層厚の変化3)、（2）波が引き起こす圧力勾配による間隙水の直

上水への放出4)、そして（3）直上水の酸素濃度5)などに大きく影響されるにもかかわらず、閉鎖系

の中ではその水理・水質環境を再現することができない。従来法で測定された酸素フラックスの

精度に関する課題は、数値シミュレーションとの比較結果からも指摘されている 6)。 
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 さらに、堆積物が再懸濁・沈降を繰り返す場においては、底面の侵食による間隙水中の還元物

質の直上水への供給や7)、再懸濁した有機物の直上水への露出により 8)、酸素消費速度が短い時間

スケールで大きく変動していることが予想される。しかしながら、再懸濁を念頭においた酸素フ

ラックスの検討例は、きわめて稀である2),8),9)。 

 

２．研究目的 

 上記の課題を解決するため、本研究では、これまで熱・二酸化炭素・懸濁物質などのフラック

ス測定に用いられていた渦相関法 10),11),12)を、酸素フラックスの測定に適用する 13),14),15),16)。渦相

関法は、現場環境を一切改変することがなく、真の現場測定が可能である。したがって、潮流や

波などの外力による堆積物の再懸濁が常時みられる海域において酸素フラックスを測定する場合

には、渦相関法の適用が理想であると考えられる。本研究では、佐賀県鹿島沖の海底境界面にお

いて渦相関法を用いた現地観測を実施し、時々刻々の酸素フラックス変動の実態とそのメカニズ

ムを解明することを目的とする。 

 

３．研究方法 

（１）観測地点 

 2008年2月20日から21日の大潮期に佐賀県鹿島市地先の鹿島タワー近傍（33°04.8′N, 130°12.1′E）

で現地観測を実施した（図２−１）。現場堆積物（泥深0–0.5 cm, 0.5–2.5 cm, 4–6 cm, 9–11 cm, 19–21 

cmの5層）はシルト（66–67%）と粘土（33–34%）によって構成されており（中央粒径10–11 µm）、

泥深方向に一様な粒度組成を呈している。含水率は70–79%、強熱減量は8–10%である。 

 

 

図２− １ 観測地点（鹿島タワー横） 

 

（２）酸素フラックス  

 ドップラー流速計（ADV）（Vector, Nortek）を用いて流速を測定した。流速値は、温度や塩分

によって変化する音波の速さに応じて自動的に補正される。測定精度の保証値は測定値の± 0.5% ± 

0.1 cm s–1である。酸素微小電極（OX-10, Unisense）を電流計（PA-2000, Unisense）に接続し、電極

から発する微弱電流を増幅することにより酸素濃度を測定した。電極先端径は10 µmである。この

酸素濃度測定システムの応答速度を事前に室内実験で調べたところ、0.2–0.3 sであった。  
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 ADVと酸素微小電極を頑強な架台に取り付けた（図２−２）。  センサー上流部に位置する測定

底面（フットプリント）17)と架台の足が重複しないよう、潮汐による主流軸を考慮して設置した。

流速の測定部が底面＋20 cmになるように調整し、微小電極の先端をその測定部のごく近傍（<5 

mm）に合わせた。流速と酸素濃度を16 Hzで同期サンプリングし、データロガー（NR-2000, キー

エンス）に記録した。電源由来の同調ノイズの発生を防止するため、ADV・電流計・データロガ

ーの各々の内部電源から電力を供給した。  

 ADVで得られた3次元の流速値を新たな座標系（主流方向を水平第1軸、そしてその水平面に直

交する軸を鉛直軸）に変換した 18)。底面+20 cmに別途設置された溶存酸素計（Compact-DOW, ア

レック電子）によって同時測定された酸素濃度値（バースト間隔：2 min, 測定時間：12 s, サンプ

リング間隔：1 s）を用いて酸素微小電極から得られた値を検定することにより、測定中における

微小電極の感度変化の影響を除去した。  

 

 

図２−２ 海底境界面における酸素フラックスの現場実測システム（渦相関法） 

 

 フラックスの算出手順について、図２−３にまとめた。堆積物表面のごく近傍に存在する濃度境

界層の上部においては、分子拡散による物質輸送が無視できるため、溶存物質の鉛直フラックス

は次式で表すことができる。  
                          

J = wC   （1） 

 

ここに、Jは瞬間フラックス、wは鉛直流速、そしてCは溶存物質濃度を示す。wとCは2成分に分解

することができる（



ww w , 



C C C ）。ここに、



wは平均鉛直流速、wは変動鉛直流速、は



C

平均溶存物質濃度、そしてCは変動溶存物質濃度である。これらを（1）式に代入して時間平均し、  

平均鉛直流速をゼロと仮定すると19)、（1）式は次のように時間平均フラックスとして表すことが

できる。  

 

                              



J  w C                  （2） 
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ここでは、連続した時系列データから異常値を除外し、9–33分間（平均18分）の時系列データに

分割した。続いて、wとCにみられるトレンド（時系列中データ中にみられる一定の増減傾向）を

線形近似によって除去後 15)、wとCを抽出しフラックスを算出した。なお、本研究で扱うwとC

には、乱れ成分と波動成分の両方が含まれている。さらに、ここで算出される酸素フラックスに

は、堆積物による酸素消費と底面0–20 cm（測定部水深）の水柱による酸素消費の両方が含まれる

ことになる。  

 

 

図２−３ 渦相関法によるフラックス算出手順 

 

（３）巻き上げフラックス  

巻き上げフラックスを測定するため、酸素フラックス測定に用いたADVとは別のADVを頑強な

架台に取り付け、測定上流部に位置するフットプリントと架台の足が重複しないよう、潮汐によ

る主流軸を考慮して設置した。流速の測定部が酸素フラックスと同様に底面＋20 cmになるように

調整した。ADVによる3次元の流速測定および超音波の反射強度の信号を16 Hzでサンプリングし、

ADV本体内部のデータロガーに記録した。現場で採取した堆積物を濃度調整した試水を用いた検

定により20)、懸濁物質濃度として出力される光学式濁度計の測定結果との比較を通じて、超音波

反射強度と懸濁物質濃度に変換した21)。 

巻き上げフラックスの算出は、酸素フラックスの算出と同様（2）式に従った。ただし、（2）

式中Cは、ここでは懸濁物質濃度の変動成分である。wとCはいずれもバースト計測（10分間）ご

との平均値からの偏差として求め、トレンド除去処理はしなかった。  

 

（４）その他の観測項目  

超音波式波高計（Wave Hunter 04S, アイオーテクニック）を用いて水深と波高を測定した（バ

ースト間隔：1 h, 測定時間：20 min, サンプリング間隔：0.5 s）。底面+20 cmに設置した塩分水温

計（Compact-CT, アレック電子）を用いて、塩分と水温を1分間隔で計測した。また、同水深に設

置した後方散乱光学式濁度計（ATU, アレック電子）の出力値（バースト間隔：1 h, 測定時間：10 
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min, サンプリング間隔：1 s）と現場で採取した堆積物を濃度調整した試水とを用いて検定するこ

とにより、懸濁物質濃度を求めた 19)。2月21日の7時30分ごろ（上げ最強時）、10時00分ごろ（満

潮時）、13時00分ごろ（下げ最強時）、そして16時00分ごろ（干潮時）の計4回、底面+20 cm付近

の海水を採取し、懸濁物質中の有機物含有量（mg TOC/ mg SSC）を測定した。乱れエネルギー（TKE）

についてはテーマ１における算出方法と同様とした。  

 

（５）統計解析 

 一般化線形モデル（GLM）を用いて酸素フラックスに影響をおよぼす要因について検討した。

水平流速・懸濁物質濃度・潮汐（上げ潮・下げ潮）の3つの要因ならびにそれらの交互作用項を説

明変数として選択した。直上水中の酸素濃度も説明変数の候補としてあげられる 5)。しかし、観測

期間中の酸素飽和度は109–132％と高く、濃度の絶対値の変動幅も小さかったことから、本研究で

は説明変数から除外した。説明変数をすべて含んだモデルから1つも説明変数を含まないモデルま

で総当たりでCorrected Akaike's Imformation Criterion（AICc）を求めた。そして、算出された各々

のモデルのAICcに応じて重み付けされた値（Akaike weight）を用いて、各説明変数の選択率を算

出した22)。 

 

４．結果・考察 

（１）測定パラメータの時系列変動  

 観測時における最大波高は25–36 cmと静穏であった。底面+20 cmの鉛直流速（座標変換前 , 2分

平均データ）は、−12.4–+6.6 cm s–1であった。底面+20 cmの水温は7.7–8.6°C、塩分は29.8–31.0の範

囲で変動した。潮汐による主流向は湾軸に沿っており、下げ潮時に南東向き、上げ潮時に北西向

きであった。水温・塩分・酸素濃度は水深方向にほぼ一様であり、水塊はよく混合していた。  

 底面+20 cmの水平流速・酸素濃度・懸濁物質濃度の時系列をみると（図２−４）、懸濁物質濃度

と水平流速との間には明瞭な関係性がみられていない。一方、懸濁物質濃度は干潮時に酸素濃度

とともに上昇し満潮時に低下している。これは、有明海湾奥の干潟・浅場域に存在する高濁度か

つ高酸素濃度の水塊が潮流により岸沖方向に移動していることによると考えられる 2),20),23)。した

がって、観測時における懸濁物質濃度の変動は、観測地点近傍における堆積物の再懸濁過程より

も高濁度水塊の移流過程に強く支配されていたと予想される。  

 

（２）渦相関法による酸素フラックス  

 渦相関法によって得られた酸素フラックスは、0.0–12.5 mmol O2 m–2 h–1と大きく変動し、単純平

均は3.4 mmol O2 m–2 h–1となっている（図２−４）。この値は、阿部ら（2003）2)が本研究の観測地

点周辺から採取した堆積物コアを用いて現場温度（28°C）で室内培養して得られた値（最大で2.0 

mmol O2 m–2 h–1, 底面0–20 cmの水柱による消費を含む）よりもかなり大きい。さらに、そのコア

法によるフラックスは消費活性の高い高水温時に測定されたことも考慮すると、外力や間隙水の

移流過程などが再現できない従来法では、実際の現場でのフラックスを過小評価してしまう可能

性が高いことを示唆している。実際、透水性のある砂質堆積物においてコア法によって測定され

た値（1.0–1.5 mmol O2 m–2 h–1）は、渦相関法を用いて測定された値（6.6–14.5 mmol O2 m–2 h–1）よ

り著しく小さかったことが報告されている 15)。 
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今回の研究で明らかになった渦相関法における今後の課題として、酸素微小電極に関する事項

があげられる。1つは、電極が破損しやすいことである。先端径が10 µmのガラス製の電極を現場

で設置・回収するには、細心の注意を払う必要がある。もう1つは、電極出力値の外部からの衝撃

に対する不安定性である。図２−４に示した棒グラフの空白部分は、異常値発生によるデータ欠損

である。目視による状況観察から、この異常値は現場周辺で養殖されているノリなどの浮遊物の

電極への接触（破損はしない）によるものと推定される。  

 

 

図２−４ 水深，底面+20 cmの水平流速・酸素濃度・懸濁物質濃度（SSC），そして酸素フラックス

の時系列．  

 

（３）酸素フラックスの変動メカニズム  

 一般化線形モデルによる統計解析から得られた酸素フラックスの説明変数の選択率は、水平流

速（46.8%）、潮汐（38.9%）、懸濁物質濃度（26.2%）、水平流速と潮汐との交互作用項（25.2%）、

懸濁物質濃度と潮汐との交互作用項（0%）の順であり、どの変数もそれほど高くなかった。酸素

フラックスは上げ潮時において水平流速と統計的に有意な相関（P < 0.05）を示し、水平流速が上

昇すると酸素フラックスも増大している（図２−５）。しかし、下げ潮時には、水平流速と酸素フ
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ラックスとの間に有意な相関はみられていない。 また、酸素フラックスと懸濁物質濃度との間に

は、潮汐にかかわらず有意な相関がみられていない。  

水平流速と酸素フラックスとの間の正の相関は、流速の上昇によって底面付近の乱れが増大し、

拡散境界層厚が減少することにより、堆積物表面もしくは間隙水中の硫黄・鉄・マンガンなどの

溶存還元物質の直上水への放出量が増加し、急激な酸素消費が起きたことが大きく寄与している

と考えられる。微生物による有機物の分解にともなう酸素消費では、数時間の時間スケールでフ

ラックスの大きな変動は発生し得ない。一方、還元物質による化学的酸素消費は、本研究におけ

るフラックス変動を説明するのに十分な速度を有していることが知られている 7),9)。 

 懸濁物質による酸素消費が卓越する場合には、懸濁物質濃度と酸素フラックスとに相関がみら

れるはずである。しかし、本研究ではそのような関係はみられていない上に（図２−５）、統計モ

デルよる懸濁物質濃度の変数選択率も低いことから、懸濁物質に含まれる有機物の分解による酸

素消費の寄与は小さかったと考えられる。実際、懸濁物質中の有機物含量が2.8–3.2%と速水ら

（2006）24)が本研究の観測地点周辺で夏季に観測した値（9%）よりずっと低く、かつ低水温であ

った条件において、直上水中の懸濁物質濃度と酸素濃度にみられた変動パターンの一致（図２−４）

は、懸濁物質による酸素消費が活発でなかったことを示唆していると考えられる。  

 

 

図２−５ 酸素フラックスと水平流速との関係（左図）ならびに酸素フラックスと懸濁物質濃度と

の関係（右図）．○は下げ潮時，●は上げ潮時 

 

また、既存の研究事例では、本研究と同程度の濃度の懸濁物質による酸素フラックス（直上水

深20 cmの水柱1 m2当たり）は0.5–0.7 mmol O2 m–2 h–1と小さい値にとどまっている2)。もし懸濁物

質中の有機物含有量が変化しているならば、懸濁物質濃度と酸素フラックスとは直接リンクしな

いことも考えられる。しかし、観測期間中の有機物含量の変動幅は0.4%と小さいことから、その

ような仮説も棄却される。  

乱れエネルギーと巻き上げフラックスとの間には有意な関係性がみられ、乱れエネルギーが増

大にするにつれて巻き上げフラックスも増大している（図２−６左）。さらに、巻き上げフラック
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スと酸素フラックスとの間にも有意な関係性がみられ、巻き上げフラックスが増大するにつれて

酸素フラックスも増大している（図２−６右）。 

 

 

図２−６ 乱れエネルギーと巻き上げフラックスとの関係（左図）ならびに巻き上げフラックスと

酸素フラックスとの関係（右図）．  

 

これらの結果から推定されるメカニズムは以下のとおりである。（１）酸素フラックスの増大

には巻き上げフラックスの増大が大きく寄与している。（２）巻き上げを伴わない場合には、単

に底面における乱れが強くなることに起因する酸素フラックスを増大させるような諸過程の効果

は覆い隠されてしまう。（３）しかしながら、巻き上げフラックスの増大に伴う酸素フラックス

の増大は、再懸濁物質自身による酸素消費よっては説明できないことから、巻き上げに伴う底面

の侵食により、間隙水が直上水中へ放出するによって、間隙水中に含まれていた還元物質が酸素

を消費するというプロセスが重要である（図２−７）。 

酸素フラックスに影響を与える要因としては他に堆積物直上の流れが引き起こす乱れによる濃

度境界層厚の変化3)や波が引き起こす圧力勾配による間隙水の移流・放出4)などが知られている。

もしこの２つの要因が重要であるならば、乱れエネルギーと酸素フラックスとの間に相関がみら

れるはずである。しかしながら、本研究では相関がみられていないことから、乱れエネルギーの

増大が引き起こす濃度境界層厚の変化や圧力勾配による間隙水の移流・放出過程の寄与は小さい

と考えられる。 

今後の検討課題としては、巻き上げフラックスを説明する乱れエネルギー以外の要因（例えば、

再懸濁現象の履歴効果）や、酸素フラックスを説明する生物過程（例えば、数時間の時間スケー

ルで起きる底生生物活性の変動の影響25)があげられる。これらの要因の検討には、先に述べた海

底流動実験水槽を用いた実験による検証が有効であると思われる。 
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図２−７ 本研究で推定された酸素フラックス変動の主要なメカニズム。r2は決定係数（統計学的

にその現象を説明する確率）．  

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 本研究では、泥質堆積物直上において流速と酸素濃度を高時間解像度で同時測定し、渦相関法

を適用することにより、海底境界面における酸素フラックスを連続観測した。本研究により、酸

素フラックスが海底境界面における流動に応じて数十分～数時間という時間スケールで大きく変

動する動態が現場で実測された。また、渦相関法によって測定されたフラックスは、既報値を大

きく上回るものであった。酸素フラックスの増大には巻き上げフラックスの増大が大きく寄与し

ていた。その主要メカニズムは、巻き上げに伴う底面の侵食により間隙水が直上水中へ放出し、

間隙水中に含まれていた還元物質が酸素を消費するという一連のプロセスであると推定された。 

 

（２）地球環境政策への貢献 

 本成果は、海底境界面における酸素フラックスが浅海域の水質変動や生態系に与える影響の解

明や予測に大きく寄与しうる。具体的には，渦相関法を用いることにより、アジアをはじめとす

る世界の内湾で頻発する貧酸素水塊の消長メカニズムや、貧酸素化にともなう硫化水素などの有

害化学物質の溶出のメカニズムを解明するうえで基礎となる現地観測データを精確かつ高時間解

像度で取得することが可能となる。 
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